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　野田総理は、内閣改造を断行し、半分近い大臣を交代させ、「近いうちに」するであろう解散・総選挙を睨みつつ、秋の臨時国会に向けた新体制をスタートさせた。それにしても大臣の交代があまりにも頻繁で、とても政治主導を発揮できる状況とは程遠く、政権の力量が高まるようには思われない。ここは「公職選挙法」を改正し一票の格差解消をとりあえず「0増5減」でもって進め、公債特例法案を可決させ、マイナンバー法など与野党でほぼ一致している重要課題にめどをつけ、解散・総選挙に打って出る以外に局面を打開できそうにない。そのために自民・公明両党との党首会談を開催し、それらの懸案について協議を進め、事態を前に進める必要があるように思われる。
□エコノミスト河野龍太郎さんのレポートに注目
　さて、久方ぶりに日本経済に目を向けたい。今回注目したいのは、日本経済のマクロ的な資金循環問題である。最新の河野龍太郎BNPパリバ証券チーフエコノミストの書かれた『ウィークリー・エコノミックレポート』(10月8日号)で、「家計貯蓄率低下の本当の理由　経常収支は赤字化するのか?」と題する論文が興味深い。
　まず家計貯蓄率をみると1980年代後半から90年代末にかけて緩やかに低下(15%から10%へ)していたのが、2000年には10%を切り翌01年には5%も下回りゼロ近傍まで低下してきた。その要因は、かねてより高齢化が進めば貯蓄を取り崩し、貯蓄がゼロ以下になれば経常収支が赤字になり、財政赤字が国内でファイナンスできなくなるのではないか、と危惧されていた。ところが、家計部門の黒字が減少するのと反比例するように企業部門の黒字が増え続け、家計部門と企業部門合わせた民間の粗貯蓄率は1980年代以降今日に至るまでの30年間、25~30%台と安定しているのだ。この点について河野氏は、
「1995年以降の家計貯蓄の低下の主因は高齢化とは言い難い。家計貯蓄の低下の原因は、利子所得と雇用者報酬の低下の二つの経路を通じた家計の可処分所得の低下によるものだが、同時にそれは企業所得の増加をもたらし、企業貯蓄を増やした。家計所得が低下した分だけ企業所得が上昇し、家計から企業に貯蓄代替が生じたため、家計と企業を合計した民間貯蓄はほとんど変化していない」(2~3ページ)
と分析され、それゆえ、民間企業部門が貯蓄超過であり続ければ、当分の間経常収支の黒字はなくならないと予想されている。要は、GDPとして生産された付加価値のうち、雇用者側の取り分が低下すれば企業側の利益部分が増大するわけで、90年代後半から急速に労働分配率の低下が進んでいるということである。さらに言えば、付加価値として生産される中には、雇用者所得が含まれるのであり、それが低下すれば、企業利潤がいくら増えても全体としての付加価値の伸びは停滞する。雇用者所得の伸びをいかにして増やしていけるのか、総てはそこにかかっていると言っても過言ではない。現に、90年のバブル崩壊以降、名目はもとより実質GDPがほとんど伸びないのも、このことに起因しているとみるべきだ。
□ゼロ金利の下、預金者の失われた利子収入は毎年30兆円以上
　注目したいのは、分析の中で示された数値の大きさである。日銀のゼロ金利政策を採用することによって1991年に37.9兆円あった家計の受取利子は、2009年には6.4兆円まで低下し、その差31.5兆円も減少している。これに対して、企業の支払利子は、1991年の55.4兆円から2009年には9.2兆円まで低下し、その差46.1兆円も減少しているのだ。ゼロ金利政策による家計部門から企業部門への所得移転がこのように進んでいることが、消費の停滞を招き景気回復を遅らせ、デフレの一因になっているとみてよい。ゼロ金利政策のもたらしたこの膨大な所得移転の大きさに、改めて驚かざるを得ない。この国の経済政策が、いかに企業部門に有利に展開されてきたのか、改めて思い知らされた次第である。働く者は、もっと怒っていいポイントだと思う。
□雇用者報酬の伸びが止まった背景は何か
　さらに、家計の雇用者報酬について河野氏は1980年から2010年までの30年間の推移を示し、名目の雇用者報酬は1997年がピークで279兆円、小泉改革時代の好景気のピークと言われた2006年でも263.7兆円でしかなく、低下し続けている。その要因として、1997年の金融危機によるショックがあまりにも大きく、個人ベースでの賃金水準が低下したり、ベアの廃止などにより平均賃金の下方硬直性が失われ、非正規雇用比率が高まり日本型雇用システムが大きく変容したこともその要因に挙げている。つまり、企業側と労働者の所得分配における慣習・規範が変化した(会社法の改正などだろうか)ことの影響が大きいとみている。そのことは、雇用コストの低下を通じて企業利潤を押し上げる要因になっている。そのため、今後高齢化の進展で、雇用者報酬が一段と低下し、家計貯蓄が抑制されても、家計貯蓄が低下したほどには民間貯蓄が低下しないと予測されている。
ということは、経常収支の黒字は予想以上に長く続くかもしれないが、このことは日本の経済にとっては民間企業の設備投資が停滞し続けることを意味しており、資本主義経済にとって不健全なことの証となっているのだ。それと同時に、河野氏は経常収支の黒字は公的債務のファイナンスが可能になることを意味しないとし、潜在成長率が明確なマイナスに転じた段階で、税収のトレンドもマイナスに陥るため、人々は将来の税収で公的債務の返済が不可能だと認識する。その途端に財政危機が顕在化する。でもその時は、経常収支が黒字の可能性が高いと予想している。
□税負担を求め、政府が雇用を拡大する以外に道はない
　このような分析を見たとき、やはり、国民からの租税負担を求めつつ、その財源を使って国民が求めている社会保障分野における雇用を創出し、内需の拡大を通じた経済回復を進めていくべきだし、民間の企業部門が貯蓄超過から支出超過へと大きく転換し、完全雇用水準になるまでは、政府部門の拡大を図っていく以外にない。座して死を待つわけにはいかないのだ。
それと同時に考えたいのは、働く人たちの労働条件が低下し、結婚をし子供を産み育てるだけの賃金水準が得られないまま日本経済・社会が縮小再生産に落ち込んでいくことに対して、発想を転換し持続可能な経済社会をつくるためにも、労働者の賃金・雇用水準の底上げが不可欠になっていることである。それは、雇用形態の如何を問わず、同一労働同一賃金の原則を実現させていくことであり、その採用は個別企業にとってはコスト増かもしれないが、マクロ的に見ると、内需の拡大となって需給ギャップの縮小につながり景気を上昇させていく道でもある。何よりも、持続可能な日本社会をつくるためには不可欠の課題でもある。マクロの立場から、日本の経営者の方たちにもぜひとも考えてほしい重大なポイントと言えよう。
□なぜこんなひどい状態になったのか、社会主義の崩壊が大きい
　それにしても、なぜこのようなひどい状態になってきたのだろうか。1990年のバブルの崩壊とともに注目したいのは、1991年のソ連崩壊による社会主義世界体制が事実上消え、むき出しの資本主義(帝国主義と言ってもよい)が牙をむき始めたということではなかろうか。サッチャー・レーガン流の市場原理主義に基づく新自由主義的な政権が1980年代から出てきて、その流れの中で規制緩和が進められ、産業構造の転換による資本対労働の力関係が大きく転換し、放置すれば市場経済が市民社会を飲み込むような日本社会になっているのだ。そんな中で、国民の多くは将来生活の不安を抱きつつ、ひたすら貯蓄に励みながら景気は落ち込んでいく「デフレの罠」の中に追い込まれている。何とかしてその罠の中から脱却していく道に、早く舞い戻らなければならない。この場合、中央銀行のゼロ金利政策や量的緩和政策は、全くと言って問題解決できないわけで、財政政策の出番である。それだけに、政府の役割は重くかつ大きい。
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